
事業番号 472

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)

予算事業名 観光まちづくりコンサルティング事業
事業開始

年度
平成１８年度 作成責任者

担当部局庁 観光庁 担当課室 観光産業課
課長

鈴木　昭久

会計区分 一般会計 上位政策 観光立国の実現

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
観光立国推進基本法第２３条

関係する計
画、通知等

観光立国推進基本計画

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

旅行者ニーズの多様化を踏まえ、地域固有の資源を活用した魅力ある旅行商品の創出・流通により、新たな旅行需要
の創出と地域の活性化を図る観点から、地域の観光魅力を熟知した地元の観光関係者と旅行会社の連携・協働を促
進。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

・地方ブロック毎に学識経験者や旅行会社等からなる 「観光まちづくりアドバイザリー会議」を設置。
・会議では、地域の要請を受けて、その地域ならではの魅力ある旅行商品を創出・流通するための集中的なコンサル
ティングを実施。

実施状況
平成19年度：全国21箇所においてコンサルティングを実施。
平成20年度：全国11箇所においてコンサルティングを実施。
平成21年度：全国11箇所においてコンサルティングを実施。

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度要求

予算額(補正後） 18 16 14 14 －

執行額 18 16 10

執行率 100% 100% 71%

総事業費(執行ベース)総事業費(執行ベ ス) － － －

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

執行機関である各地方運輸局等において、支出先とは緊密に連絡を取り合い、事業の進捗状況については適切に把
握をした。

見直しの
余地

国土交通省公正入札調査会議における指摘等も踏まえ、契約情報について事前公示等を含めた周知期間を十分に置
く等の改善を図っている。今後とも効率的・効果的な予算の執行に向けて改善を図っていくこととしている。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

【事業廃止】
本事業については、一定の成果が得られる見込みであるため、事業を継続する必要がないことから、本事業については平成２２
年度限りで廃止する。

補
　
記

※平成21年度事業仕分け評価結果
　「観光を核とした地域の再生・活性化事業：予算要求の縮減（80％程度を縮減）」

【予算科目】 
 組織 観光庁 
 222 観光振興費 
     95 観光振興に必要な経費        （２１年度予算額）    （２１年度決算見込額） 
   95016‐2122‐08 職員旅費                                    ０百万円              ０百万円 
組織 地方運輸局 
    192  地方運輸局行政推進費 
      95 観光振興に必要な経費  
   95063‐2129‐06 諸謝金              １百万円              １百万円 
   95063‐2122‐08 職員旅費                                     ０百万円              ０百万円 
   95063‐2122‐08 委員等旅費           ２百万円             ２百万円 
   95063‐2123‐09 観光振興調査費       １１百万円             ７百万円 



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)て補足する)
(単位:百万円)

観光庁 
１０百万円 

Ａ．地方運輸局等（８機関） 
１０百万円 

Ｂ．民間企業等（28社） 
７百万円 

・コンサルティング実施箇所の選定等実施

計画の策定 
・学識経験者や旅行会社等からなる 「観

光まちづくりアドバイザリー会議」を設置。 
・地域の要請を受けて、その地域ならでは

の魅力ある旅行商品を創出・流通するた

めの集中的なコンサルティングを実施。  

・アドバイザリー会議の運営 
・コンサルティングの際の現地

視察の手配 等 

職員旅費 
０百万円 

諸謝金 
１百万円 

【企画競争・少額随契】 

職員旅費 
０百万円 

委員等旅費 
２百万円 

・事業の実施方針の策定 
・各地方局における実施計画の管理  

観光庁 
１０百万円 

Ａ．地方運輸局等（８機関） 
１０百万円 

Ｂ．民間企業等（28社） 
７百万円 

・コンサルティング実施箇所の選定等実施

計画の策定 
・学識経験者や旅行会社等からなる 「観

光まちづくりアドバイザリー会議」を設置。 
・地域の要請を受けて、その地域ならでは

の魅力ある旅行商品を創出・流通するた

めの集中的なコンサルティングを実施。  

・アドバイザリー会議の運営 
・コンサルティングの際の現地

視察の手配 等 

職員旅費 
０百万円 

諸謝金 
１百万円 

【企画競争・少額随契】 

職員旅費 
０百万円 

委員等旅費 
２百万円 

・事業の実施方針の策定 
・各地方局における実施計画の管理  



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者にれ る者
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

A.四国運輸局 E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

観光まちづくりコンサルティング事
業の発注

1

計 1 計 0

B.（株）ジェイアール四国アーキテクツ F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

会議経費 アドバイザリー会議開催経費

1現地視察費 現地視察経費

その他 報告書等印刷費

計 1 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



【別紙】

Ａ.地方運輸局（8機関）　１０百万円 Ｂ民間企業等（２８社）　7百万円

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 中部運輸局 2 1 ㈱ジェイアール四国アーキテクツ 1

2 近畿運輸局 2 2 （株）トラベルニュース社 1

3 四国運輸局 1 3 昭和（株）沖縄支社 1

4 関東運輸局 1 4 ホテル日航関西空港 1

5 東北運輸局 1 5 (社)中国地方総合研究センター 0

6 中国運輸局 1 6 (株)読売連合広告社広島支社 0

7 沖縄総合事務局 1 7 （財）山梨総合研究所 0

8 九州運輸局 1 8 　（社）やまなし観光推進機構 0

9 仙台サンプラザ(株) 0

10 (株)ホテルリッチ酒田 0
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